
表１　雇用確保措置の実施状況
（社、％）

2,144 (2,178)

99.4% (99.0%)

797 (831)

99.4% (98.9%)

1,347 (1,347)

99.5% (99.1%)

164 (158)

100.0% (100.0%)

2,308 (2,336)

99.5% (99.1%)

1,511 (1,505)

99.5% (99.2%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。

表２　規模別・産業別実施状況
（％）

94.1% (100.0%) 100.0% (100.0%) 5.9% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (99.7%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.3%)

100.0% ( - ) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (98.3%) 100.0% (100.0%) 0.0% (1.7%) 0.0% (0.0%)

98.4% (99.2%) 98.9% (98.4%) 1.6% (0.8%) 1.1% (1.6%)

100.0% (100.0%) 100.0% (95.7%) 0.0% (0.0%) 0.0% (4.3%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

97.9% (100.0%) 96.6% (98.2%) 2.1% (0.0%) 3.4% (1.8%)

97.9% (93.3%) 100.0% (96.8%) 2.1% (6.7%) 0.0% (3.2%)

100.0% (97.4%) 100.0% (99.6%) 0.0% (2.6%) 0.0% (0.4%)

100.0% (100.0%) 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%) 0.0% (0.0%)

98.4% (94.0%) 97.5% (97.4%) 1.6% (6.0%) 2.5% (2.6%)

100.0% ( - ) 100.0% (100.0%) 0.0% ( - ) 0.0% ( - )

99.5% (99.1%) 99.5% (99.2%) 0.5% (0.9%) 0.5% (0.8%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。

①実施済み ②未実施 ①＋②合計

31～300人
12 (21) 2,156 (2,199)

0.6% (1.0%) 100.0% (100.0%)

31～50人
5 (9) 802 (840)

0.6% (1.1%) 100.0% (100.0%)

51～300人
7 (12) 1,354 (1,359)

0.5% (0.9%) 100.0% (100.0%)

301人以上
0 (0) 164 (158)

0.0% (0.0%) 100.0% (100.0%)

31人以上
総計

12 (21) 2,320 (2,357)

0.5% (0.9%) 100.0% (100.0%)

51人以上
総計

7 (12) 1,518 (1,517)

0.5% (0.8%) 100.0% (100.0%)

①実施済企業割合 ②未実施企業割合

規
模
別

31～50人 99.4% (98.9%) 0.6% (1.1%)

51～100人 99.5% (98.8%) 0.5% (1.2%)

101～300人 99.4% (99.6%) 0.6% (0.4%)

301～500人 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

501～1,000人 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

51人以上 31人以上 51人以上

1,001人以上 100.0% (100.0%) 0.0% (0.0%)

合　　　計 99.5% (99.1%) 0.5% (0.9%)

電気・ガス・熱供給・水道業

情報通信業

運輸、郵便業

卸売業、小売業

金融業、保険業

不動産業、物品賃貸業

産
業
別

31人以上

サービス業（他に分類されないもの）

その他

合　　計

学術研究、専門・技術サービス業

宿泊業、飲食サービス業

生活関連サービス業、娯楽業

教育、学習支援業

医療、福祉

複合サービス事業

農、林、漁業

鉱業、採石業、砂利採取業

建設業

製造業



表３　雇用確保措置実施企業における上限年齢の内訳
（社、％）

1,963 (1,973) 181 (205) 2,144 (2,178)

91.6% (90.6%) 8.4% (9.4%) 100.0% (100.0%)

751 (780) 46 (51) 797 (831)

94.2% (93.9%) 5.8% (6.1%) 100.0% (100.0%)

1,212 (1,193) 135 (154) 1,347 (1,347)

90.0% (88.6%) 10.0% (11.4%) 100.0% (100.0%)

128 (124) 36 (34) 164 (158)

78.0% (78.5%) 22.0% (21.5%) 100.0% (100.0%)

2,091 (2,097) 217 (239) 2,308 (2,336)

90.6% (89.8%) 9.4% (10.2%) 100.0% (100.0%)

1,340 (1,317) 171 (188) 1,511 (1,505)

88.7% (87.5%) 11.3% (12.5%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。
　「①＋②合計」は表１の「①実施済み」に対応している。

表４－１　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

58 (63) 317 (320) 1,769 (1,795) 2,144 (2,178)

2.7% (2.9%) 14.8% (14.7%) 82.5% (82.4%) 100.0% (100.0%)

26 (28) 136 (143) 635 (660) 797 (831)

3.3% (3.4%) 17.1% (17.2%) 79.7% (79.4%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 181 (177) 1,134 (1,135) 1,347 (1,347)

2.4% (2.6%) 13.4% (13.1%) 84.2% (84.3%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 9 (9) 155 (149) 164 (158)

0.0% (0.0%) 5.5% (5.7%) 94.5% (94.3%) 100.0% (100.0%)

58 (63) 326 (329) 1,924 (1,944) 2,308 (2,336)

2.5% (2.7%) 14.1% (14.1%) 83.4% (83.2%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 190 (186) 1,289 (1,284) 1,511 (1,505)

2.1% (2.3%) 12.6% (12.4%) 85.3% (85.3%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。
　「①＋②＋③合計」は表１の「①実施済み」に対応している。

表４－２　継続雇用制度の内訳
（社、％）

1,020 (1,042) 749 (753) 1,769 (1,795)

57.7% (58.1%) 42.3% (41.9%) 100.0% (100.0%)

424 (437) 211 (223) 635 (660)

66.8% (66.2%) 33.2% (33.8%) 100.0% (100.0%)

596 (605) 538 (530) 1,134 (1,135)

52.6% (53.3%) 47.4% (46.7%) 100.0% (100.0%)

47 (45) 108 (104) 155 (149)

30.3% (30.2%) 69.7% (69.8%) 100.0% (100.0%)

1,067 (1,087) 857 (857) 1,924 (1,944)

55.5% (55.9%) 44.5% (44.1%) 100.0% (100.0%)

643 (650) 646 (634) 1,289 (1,284)

49.9% (50.6%) 50.1% (49.4%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。
　「①＋②合計」は表４－１の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

31～50人

①65歳以上
（定年制なし含む）

②64歳 ①＋②合計

31～300人

51～300人

51～300人

301人以上

31人以上総計

51人以上総計

②定年の引上げ ③継続雇用制度の導入 ①＋②＋③合計

31～300人

31～50人

①定年制なし

51人以上
総計

301人以上

31人以上総計

51人以上総計

　「②定年の引上げ」は６４歳以上の定年の定めを設けている企業、「③継続雇用制度の導入」は定年年齢は６４歳未満だが継続
雇用制度の年齢を６４歳以上としている企業を、それぞれ計上している。

①基準なし ②基準あり ①＋②合計

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計



表５　希望者全員が６５歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

58 (63) 301 (306) 978 (994) 1,337 (1,363) 2,156 (2,199)

2.7% (2.9%) 14.0% (13.9%) 45.4% (45.2%) 62.0% (62.0%) 100.0% (100.0%)

26 (28) 129 (137) 420 (425) 575 (590) 802 (840)

3.2% (3.3%) 16.1% (16.3%) 52.4% (50.6%) 71.7% (70.2%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 172 (169) 558 (569) 762 (773) 1,354 (1,359)

2.4% (2.6%) 12.7% (12.4%) 41.2% (41.9%) 56.3% (56.9%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 8 (8) 45 (43) 53 (51) 164 (158)

0.0% (0.0%) 4.9% (5.1%) 27.4% (27.2%) 32.3% (32.3%) 100.0% (100.0%)

58 (63) 309 (314) 1,023 (1,037) 1,390 (1,414) 2,320 (2,357)

2.5% (2.7%) 13.3% (13.3%) 44.1% (44.0%) 59.9% (60.0%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 180 (177) 603 (612) 815 (824) 1,518 (1,517)

2.1% (2.3%) 11.9% (11.7%) 39.7% (40.3%) 53.7% (54.3%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。
「希望者全員が６５歳以上まで働ける企業」は「定年制なし」、「６５歳以上定年」及び「希望者全員６５歳以上継続雇用」の合計である。
「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

表６　７０歳以上まで働ける企業の状況
（社、％）

58 (63) 34 (38) 93 (89) 147 (142) 137 (138) 469 (470) 2,156 (2,199)

2.7% (2.9%) 1.6% (1.7%) 4.3% (4.0%) 6.8% (6.5%) 6.4% (6.3%) 21.8% (21.4%) 100.0% (100.0%)

26 (28) 12 (16) 38 (33) 50 (47) 53 (64) 179 (188) 802 (840)

3.2% (3.3%) 1.5% (1.9%) 4.7% (3.9%) 6.2% (5.6%) 6.6% (7.6%) 22.3% (22.4%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 22 (22) 55 (56) 97 (95) 84 (74) 290 (282) 1,354 (1,359)

2.4% (2.6%) 1.6% (1.6%) 4.1% (4.1%) 7.2% (7.0%) 6.2% (5.4%) 21.4% (20.8%) 100.0% (100.0%)

0 (0) 1 (1) 4 (4) 5 (5) 7 (7) 17 (17) 164 (158)

0.0% (0.0%) 0.6% (0.6%) 2.4% (2.5%) 3.0% (3.2%) 4.3% (4.4%) 10.4% (10.8%) 100.0% (100.0%)

58 (63) 35 (39) 97 (93) 152 (147) 144 (145) 486 (487) 2,320 (2,357)

2.5% (2.7%) 1.5% (1.7%) 4.2% (3.9%) 6.6% (6.2%) 6.2% (6.2%) 20.9% (20.7%) 100.0% (100.0%)

32 (35) 23 (23) 59 (60) 102 (100) 91 (81) 307 (299) 1,518 (1,517)

2.1% (2.3%) 1.5% (1.5%) 3.9% (4.0%) 6.7% (6.6%) 6.0% (5.3%) 20.2% (19.7%) 100.0% (100.0%)

※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。

「その他の制度で７０歳以上まで雇用」とは、希望者全員や基準該当者を７０歳以上まで継続雇用する制度は導入していないが、企業の実情に応
じて何らかの仕組みで７０歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。

「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

51人以上
総計

合計

（①＋②＋③）
報告した全ての企業

①定年制なし ②65歳以上定年
③65歳以上までの

継続雇用制度
（基準なし）

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

報告した全ての
企業①定年制なし ②70歳以上定年

③70歳以上までの継続雇用制度

④その他の制度で
70歳以上まで雇用基準なし 基準あり （①＋②＋③＋④）

合計

「７０歳以上まで働ける企業」は「定年制なし」、「７０歳以上定年」、「７０歳以上までの継続雇用制度」及び「その他の制度で７０歳以上まで雇用」
の合計である。

31～300人

31～50人

51～300人

301人以上

31人以上
総計

51人以上
総計



表７　都道府県別の状況
（％）

北海道 94.8% （92.5%） 47.2% （45.9%） 17.2% （16.1%）
青森 97.5% （97.8%） 55.9% （53.8%） 19.0% （17.9%）
岩手 97.1% （93.1%） 60.2% （57.5%） 18.4% （17.0%）
宮城 95.6% （95.3%） 47.2% （45.6%） 17.9% （16.8%）
秋田 98.3% （96.5%） 61.2% （58.8%） 18.2% （15.5%）
山形 97.2% （96.8%） 45.7% （45.1%） 13.7% （12.9%）
福島 96.3% （91.1%） 50.3% （48.9%） 14.4% （14.5%）
茨城 95.3% （93.1%） 53.6% （52.7%） 17.0% （17.5%）
栃木 97.7% （92.3%） 52.7% （51.3%） 17.1% （16.4%）
群馬 96.7% （95.2%） 56.2% （55.7%） 16.8% （16.6%）
埼玉 98.9% （97.5%） 53.5% （51.5%） 18.8% （18.2%）
千葉 95.1% （92.7%） 50.7% （50.6%） 23.6% （22.4%）
東京 96.8% （95.0%） 39.4% （38.2%） 15.3% （15.0%）

神奈川 98.8% （98.1%） 46.4% （46.6%） 18.4% （18.1%）
新潟 98.1% （96.9%） 56.2% （57.1%） 14.2% （13.4%）
富山 99.4% （98.3%） 48.1% （47.3%） 24.0% （20.2%）
石川 95.6% （95.2%） 50.6% （49.7%） 16.7% （16.2%）
福井 99.6% （98.1%） 57.7% （56.7%） 18.3% （17.0%）
山梨 95.2% （92.6%） 46.2% （47.0%） 15.3% （15.1%）
長野 99.3% （98.5%） 59.3% （58.4%） 22.3% （21.2%）
岐阜 99.5% （99.1%） 59.9% （60.0%） 20.9% （20.7%）
静岡 98.1% （96.7%） 55.3% （55.1%） 22.1% （21.2%）
愛知 97.6% （96.1%） 49.3% （48.2%） 21.6% （20.9%）
三重 98.6% （96.6%） 59.4% （58.8%） 21.3% （21.2%）
滋賀 99.1% （95.0%） 48.1% （47.2%） 19.5% （18.7%）
京都 97.0% （96.0%） 52.0% （50.9%） 17.5% （18.4%）
大阪 98.2% （97.0%） 45.5% （43.6%） 18.5% （17.5%）
兵庫 96.2% （94.8%） 47.5% （46.6%） 17.4% （17.1%）
奈良 96.0% （94.2%） 56.0% （54.6%） 20.5% （20.6%）

和歌山 97.7% （97.1%） 52.9% （51.7%） 19.9% （19.9%）
鳥取 98.5% （96.8%） 51.1% （49.5%） 18.0% （17.0%）
島根 99.4% （97.6%） 56.6% （56.5%） 23.5% （21.1%）
岡山 96.8% （95.3%） 52.6% （52.2%） 20.9% （20.0%）
広島 96.8% （97.2%） 52.4% （52.8%） 19.1% （19.4%）
山口 98.1% （96.8%） 52.6% （52.3%） 21.5% （20.2%）
徳島 96.5% （96.9%） 52.8% （53.5%） 20.9% （19.9%）
香川 96.3% （95.1%） 52.2% （51.7%） 18.3% （18.7%）
愛媛 99.6% （99.2%） 45.2% （44.0%） 22.1% （18.0%）
高知 98.8% （96.8%） 46.9% （46.6%） 14.4% （14.4%）
福岡 97.8% （95.0%） 46.2% （43.9%） 17.8% （16.2%）
佐賀 99.2% （98.3%） 47.5% （48.0%） 16.7% （16.7%）
長崎 96.1% （92.3%） 47.7% （47.0%） 20.2% （20.3%）
熊本 95.5% （93.5%） 48.0% （47.3%） 14.5% （14.5%）
大分 97.2% （95.1%） 59.9% （57.8%） 22.2% （20.0%）
宮崎 98.7% （96.7%） 54.2% （52.2%） 19.7% （18.0%）

鹿児島 99.0% （97.4%） 55.1% （54.8%） 18.9% （18.0%）
沖縄 89.1% （87.8%） 43.4% （44.1%） 16.6% （16.5%）

全国計 97.3% （95.7%） 48.8% （47.9%） 18.3% （17.6%）
※３１人以上規模企業の状況
※(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。

雇用確保措置
導入企業割合

希望者全員が65歳以上まで
働ける企業割合

70歳以上まで
働ける企業割合



表８　定年到達者等の状況

※過去１年間（平成２３年６月１日から平成２４年５月３１日）に定年年齢に到達した者について集計している。
　①は表１の「合計」、②及び③は表４－２の①及び②に、それぞれ対応している。
　(　)内は、平成２３年６月１日現在の数値。
　「継続雇用者」、「継続雇用を希望したが基準に該当しなかったことによる離職者」の下段の割合は、「継続雇用を希望した者」に対する割合。
　「継続雇用の終了による離職者数」は継続雇用制度における上限年齢に到達したことによる離職者の数。

表９　年齢別常用労働者数
（人）

※（ ）は平成１７年を１００とした場合の比率（３１人以上は平成２１年を１００とした場合の比率）

企業数
（社）

定年到達者総
数

（人）

継続雇用
の終了によ
る離職者

数
（人）

定年による離職者数
（継続雇用を希望しなかった

者）
継続雇用を希望した者

継続雇用者
継続雇用を希望したが
基準に該当しなかった
こと等による離職者

4,088

80.1% （78.5%）

4,038

79.1% （76.7%）
①

31人以上規模企業合計
2,320 5,104 1,016 19.9% （21.5%） 50

1.0% （1.8%）

928

100.0% （100.0%） 98.8% （97.7%） 1.2% （2.3%）

1,862

84.1% （82.0%）

1,862

84.1% （81.8%）
②

継続雇用制度（基準なし）により
確保措置を講じている企業

1,067 2,215 353 15.9% （18.0%） 0

0.0% （0.2%）

367

100.0% （100.0%） 100.0% （99.8%） 0.0% （0.2%）

1,943

77.5% （74.6%）

1,893

75.5% （71.1%）

523
③

継続雇用制度（基準あり）により
確保措置を講じている企業

857 2,508 565 22.5% （25.4%） 50

2.0% （3.5%）

100.0% （100.0%） 97.4% （95.3%） 2.6% （4.7%）

年齢計 60歳以上合計
60～64歳 65歳以上

平成17年 240,685人 (100.0) 15,168人 11,010人 (100.0) 4,158人 (100.0)

5
1
人
以
上

規
模
企
業

（100.0）

平成18年 254,554人 (105.8) 16,475人 （108.6） 11,472人 (104.2) 5,003人 (120.3)

平成19年 266,556人 (110.7) 19,434人 （128.1） 13,478人 (122.4) 5,956人 (143.2)

平成20年 277,851人 (115.4) 23,621人 （155.7） 16,601人 (150.8) 7,020人 (168.8)

平成21年 277,263人 (115.2) 25,541人 （168.4） 17,745人 (161.1) 7,796人 (187.5)

平成22年 292,664人 (121.6) 28,590人 （188.5） 20,354人 (184.9) 8,236人 (198.1)

(206.1) 7,652人 (184.0)

平成21年 311,748人 (100.0) 30,164人 （100.0） 20,911人 

平成23年 296,632人 (123.2) 30,344人 （200.1） 22,692人 

3
1
人
以
上

規
模
企
業

平成24年

平成24年

302,139人 

334,518人 

(125.5) 31,423人 （207.2）

平成23年 330,449人 (106.0) 35,246人 （116.8）

平成22年 325,756人 (104.5) 33,364人 （110.6）

(106.0)

23,007人 (209.0) 8,416人 (202.4)

(107.3) 35,979人 （119.3） 26,170人 (125.1) 9,809人 

(99.4)

9,799人 (105.9)

26,051人 (124.6) 9,195人 

(100.0) 9,253人 (100.0)

23,565人 (112.7)


